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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第14期

第１四半期連結累計(会計)期間
第13期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 1,997,552 7,433,038

経常利益 (千円) 247,982 1,253,243

四半期(当期)純利益 (千円) 104,887 406,589

純資産額 (千円) 5,659,335 5,553,918

総資産額 (千円) 6,962,560 7,153,042

１株当たり純資産額 (円) 30,232.96 59,342.79

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 566.39 4,406.00

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 557.98 4,311.69

自己資本比率 (％) 80.4 76.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △4,551 1,363,429

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △265,436 △921,486

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 133 5,185

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 4,310,881 4,580,736

従業員数 (名) 392 358

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成20年４月１日付にて株式１株を２株に分割しております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間における、当社グループ（当社および当社の子会社３社）において営まれて

いる事業の内容の重要な変更は以下のとおりです。

(1)事業内容の重要な変更

　前連結会計年度まで区分表示しておりました「広告代理事業」は、『HOME’S』の事業展開を行うにあた

り派生的に発生した事業であり、全事業に対する金額の重要性が乏しくなったため、当第１四半期連結累計

期間より、「その他事業」に含めて表示することに変更いたしました。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名)
392
〔57〕

(注) １　従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む)であります。

２　臨時従業員数は〔 〕に、当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名)
336
〔48〕

(注) １　従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む)であります。

２　臨時従業員数は〔 〕に、当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは不動産ポータル事業を主たる事業として行っており、同事業、地域コミュニティ事業及

び賃貸保証事業においては生産に該当する事項はありませんが、その他事業における当連結会計年度の

生産実績を示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

その他事業 7,847

(注) １　生産高はその他事業におけるWebシステム開発受託にかかわるものです。
２　金額は、総製造費用によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

その他事業 30,315 15,800

(注) １　受注高及び受注残高はその他事業におけるWebシステム開発受託にかかわるものです。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

不動産ポータル事業 1,861,550

地域コミュニティ事業 3,660

賃貸保証事業 41,456

その他事業 91,431

合計 1,998,098

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しておりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会

社)が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間の売上高は1,997,552千円、経常利益は247,982千円、四半期純利益は

104,887千円となりました。

なお、当第１四半期における事業の種類別セグメント毎の売上高及び営業損益は、以下のとおりでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称 売上高(千円) 営業損益(千円)

不動産ポータル事業 1,861,550 410,907

地域コミュニティ事業 3,660 △60,917

賃貸保証事業 41,456 △88,174

その他 91,431 △20,151

合計 1,998,098 241,663

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しておりません。

２　前連結会計年度まで区分表示しておりました「広告代理事業」は『HOME'S』の事業展開を行うにあたり派生

的に発生した事業であり、全事業に対する金額の重要性が乏しくなったため、当第１四半期連結累計期間よ

り、「その他事業」に含めることといたしました。

 

①不動産ポータル事業

不動産ポータル事業につきましては、当第１四半期より「『HOME’S』の圧倒的NO.1戦略」を実現す
べく事業活動を行っております。具体的には『HOME'S』の知名度・ブランド力強化のため、TVCMや交通
広告を含めた広告宣伝活動の積極的な展開、「HOME'S賃貸・不動産売買」の加盟店の新規獲得を加速
させるため、営業人員を増加し、日本全国で地域密着型の営業を展開していきます。
　当第１四半期においては、５月に賃貸、不動産売買、新築分譲マンション、新築一戸建て、不動産投資の
５つの各HOME’Sサイトの物件を一度に検索・比較できるサービス「HOME’S全物件検索」サービスの
提供開始や、６月より首都圏、関西、福岡地区の広範囲にて『HOME’S』のTVCMの放送を開始するなど
『HOME’S』のユーザビリティやブランディング強化を行ってまいりました。
　当社の主力サービスである「HOME'S賃貸・不動産売買」（当第１四半期における連結売上高構成比
68.0%）の売上高は加盟店数×加盟店当たり売上高にて構成されており、これらが重要な指標となって
おります。
　加盟店数につきましては、前連結会計年度末との比較では
　前連結会計年度末加盟店数  　　　　　 　　8,761会員（平成20年３月末日現在）
　当第１四半期末加盟店数　　　 　　　　　  8,761会員（平成20年６月末日現在）
となり、当第１四半期における加盟店の増減はありませんでした。これは、新規加盟店獲得は順調に推
移しているものの、住替えの最盛期（毎年１～３月）直後は一時的に解約数が増加する傾向があると
いう季節的要因に起因するものです。
　加盟店当たり売上高につきましては、平成20年６月で51,984円となり、平成20年３月の55,610円と比
べ、3,626円減少となりました。これは、前第４四半期に住替えの最盛期に合わせ、初めて投入した季節
商品が寄与し、平成20年３月の加盟店当たり売上高が増加したためです。

以上の結果、不動産ポータル事業の売上高は1,861,550千円、営業利益は410,907千円となりました。
　なお、平成20年６月までの不動産ポータル事業を主に構成する「HOME’S賃貸・不動産売買」及び、
「HOME’S新築分譲マンション」（当第１四半期における連結売上高構成比13.6%）の業績推移につき
ましては以下のとおりとなっております。
※ 当期（平成21年３月期）より、ページビューの集計方法を変更しております。前期との比較がで
きないため、前期の数字は灰色の網掛けにて表示しております。ページビューや各サイトの利用者数の
傾向値に大きな変化はございません。
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a)　「HOME'S賃貸・不動産売買」の業績推移

「HOME'S賃貸・不動産売買」加盟店数 （単位：店舗）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成19年
３月期

7,8497,9638,0288,0788,0917,9747,1267,2347,3847,4187,5797,733

平成20年
３月期

7,7867,8247,7597,9578,0558,1208,1128,2348,4098,5298,6598,761

平成21年
３月期

8,6908,6658,761 － － － － － － － － －

「HOME’S賃貸・不動産売買」掲載物件数 （単位：千件）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成19年
３月期

1,7011,7081,6861,5151,5771,2971,031 942 946 1,0171,0381,006

平成20年
３月期

1,040 997 935 962 957 972 969 980 1,0071,0501,0581,006

平成21年
３月期

1,001 972 1,012 － － － － － － － － －

「HOME'S賃貸・不動産売買」総ページビュー数（単位：千ページビュー）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成19年
３月期

73,99284,70375,96672,31773,60882,90495,35592,04886,198104,107100,790104,362

平成20年
３月期

97,72895,01191,01191,96191,29594,84198,945111,970119,168165,507151,349154,071

平成21年
３月期

89,53391,08087,155 － － － － － － － － －

※ 当第１四半期より、ページビューの集計方法を変更しております。前期との比較ができないため、前期以前の数字は灰色の網掛けにて
表示しております。ページビューや各サイトの利用者数の傾向値に大きな変化はございません。なお、平成21年３月期６月度のペー
ジビューは、従来の集計方法の場合は「161,650千」ページビューとなります。

「HOME'S賃貸・不動産売買」売上高 （単位：千円）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成19年
３月期

183,494185,936184,777195,743203,886207,583310,340311,778323,326330,347346,917355,956

平成20年
３月期

357,312358,801403,967413,006417,597420,292424,146426,624436,746464,242480,545487,205

平成21年
３月期

455,783449,846455,436－ － － － － － － － －

「HOME'S賃貸・不動産売買」加盟店当たり売上高（単位：円）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成19年
３月期

23,37823,34923,01624,23125,19926,03243,55043,09843,78744,53345,77346,030

平成20年
３月期

45,89145,85952,06451,90451,84351,76052,28651,81251,93754,43155,49655,610

平成21年
３月期

52,44951,91551,984 － － － － － － － － －

b)　「HOME'S新築分譲マンション」の業績推移

「HOME'S新築分譲マンション」　掲載物件数 （単位：件）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成19年
３月期

2,4451,8131,9262,0412,2182,2112,2752,3512,4092,3982,4012,491

平成20年
３月期

2,5792,4362,5602,4722,4742,4432,4312,3592,4282,2762,3192,256

平成21年
３月期

2,2532,2402,285 － － － － － － － － －
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「HOME'S新築分譲マンション」　総ページビュー数（単位：千ページビュー）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成19年
３月期

5,4735,1574,6334,5564,5624,8375,0544,9416,2386,6247,3418,171

平成20年
３月期

8,43010,9818,7849,1549,33911,0239,44910,17611,46015,35014,09314,214

平成21年
３月期

5,5995,8295,511 － － － － － － － － －

※ 当第１四半期より、ページビューの集計方法を変更しております。前期との比較ができないため、前期以前の数字は灰色の網掛けにて
表示しております。ページビューや各サイトの利用者数の傾向値に大きな変化はございません。なお、平成21年３月期６月度のペー
ジビューは、従来の集計方法の場合は「22,567千」ページビューとなります。

「HOME'S新築分譲マンション」　売上高 （単位：千円）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成19年
３月期

55,26960,84060,63754,71755,50176,36265,18370,65370,90869,74775,15283,503

平成20年
３月期

76,31794,34286,32685,86185,22698,66881,60887,35980,83680,37789,142103,177

平成21年
３月期

82,62196,94691,238 － － － － － － － － －

　

②地域コミュニティ事業

当社が運営する地域コミュニティサイト『Lococom(ロココム)』の、当第１四半期における会員数は
５万人超増加し、平成20年６月末では35万人を突破いたしました。
　また、平成20年６月にユーザーからの要望に応え、自己管理ツールの新コンテンツとして「Lococom健
康管理」機能の提供を開始し、同月に株式会社インテリジェンス、株式会社インターワークスと提携し
「働く」情報提供サービスを開始するなど、より生活に密着した機能の拡充や、暮らしの情報提供サー
ビスの強化を行ってまいりました。
　しかしながら、サービス提供を積極的に行ってきたものの、広告収入の獲得につながらず、その結果、
地域コミュニティ事業の売上高は3,660千円、営業損失は60,917千円となりました。
 

③賃貸保証事業

当社の完全子会社である株式会社ネクストフィナンシャルサービスが行っている賃貸保証事業は、
平成19年９月１日に事業譲受により事業を開始いたしました。しかしながら、平成20年５月８日付けの
「特別損失の発生に関するお知らせ」のとおり、『事業譲受けにより引継いだ保証債務の劣化による
立替金の増大及び回収率の低下』、『新商品「PASS」の新規契約の低迷』等、収益化の時期が当初目論
みより遅れることにより、のれんの減損損失を計上いたしました。これらを踏まえ、当第１四半期にお
いては、新商品PASSの拡販はもちろんの事、コンプライアンスを遵守した債権回収の強化をすべく、債
権管理マニュアルの作成・運用を行い、新規顧客開拓および立替金回収率の向上に努めてまいりまし
た。
　以上の結果、賃貸保証事業の売上高は41,456千円、営業損失は88,174千円となりました。
 

④その他事業

その他事業は、『HOME’S』の派生事業（損害保険代理店事業、レンタルサーバー、システム開発・
Web制作事業、引越し見積もり）、広告代理事業、株式会社レンターズのレンターズネット事業、等で構
成されております。
　同事業の売上高比率49.9%を占めるレンターズネットにおいては、平成20年６月末の利用店舗数は235
店舗となり、前連結会計年度末と比較し15店舗の純増となり、伸びはやや緩やかであるものの、堅調に
推移いたしました。
　以上の結果、その他事業の売上高は91,431千円、営業損失は20,151千円となりました。
 

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は5,336,858千円となり、前連結会計年度末に
比べ313,524千円減少しております。主な減少要因は、現金及び預金の減少271,279千円や、売掛金の減
少56,983千円であります。

（固定資産）

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は1,625,702千円となり、前連結会計年度末に
比べ123,043千円増加しております。主な増加要因は、ソフトウェアの増加44,528千円や、ソフトウェア
仮勘定の増加80,235千円であります。
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　以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の資産合計は6,962,560千円となり、前連結会計年度末に比
べ190,481千円減少しております。
 

（流動負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は1,295,432千円となり、前連結会計年度末に
比べ295,522千円減少しております。主な減少要因は、未払法人税等の減少374,214千円などでありま
す。

（固定負債）

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は7,792千円となり、前連結会計年度末に比べ
375千円減少しております。これは、繰延税金負債が375千円減少したことによります。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の負債合計は1,303,225千円となり、前連結会計年度末に比
べ295,898千円減少しております。
 

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は5,659,335千円となり、前連結会計年度末に比
べ105,417千円増加しております。主な増加要因は、四半期純利益による利益剰余金の増加104,887千円
であります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、4,310,881千円
（前年同期比5.9％減）となりました。
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果減少した資金は、4,551千円となりました。主な増加要因は、税金等調整前四半期純利
益が249,065千円となったことや、減価償却費69,632千円、未払金の増加額77,278千円等であります。主
な減少要因は法人税等の支払額479,952千円等によるものであります。
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果減少した資金は、265,436千円となりました。主な減少要因は、ソフトウェア等の無形
固定資産の取得による資金の減少238,802千円等によるものであります。
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果増加した資金は、133千円となりました。増加要因は、ストックオプションの行使によ
る資金の増加によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更
及び新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は12,350千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 584,088

計 584,088

(注)　平成20年２月22日開催の取締役会決議により、平成20年４月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能

株式総数は292,044株増加し、584,088株となっております。

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 185,188 185,188
東京証券取引所
(マザーズ)

―

計 185,188 185,188 ― ―

(注) １　提出日現在の発行数には、平成20年８月１日から当四半期報告書提出日までの新株予約権の行使(旧商法に基

づき発行された新株引受権の権利行使を含む。)により発行された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 旧商法第280ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)に関する事項は、次のとお　　　　

　りであります。

(イ)臨時株主総会の特別決議(平成12年7月29日)

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数(個) ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)
(注)１、２、５

1,642
 

新株予約権の行使時の払込金額(円)(注)３、５ １株当たり1,439

新株予約権の行使期間(注)４ 平成12年８月１日から平成22年７月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)(注)５

発行価格　　 1,439
資本組入額　 　720

新株予約権の行使の条件

新株引受権の付与を受けた者が当社の取締役又は使用
人で無くなった場合は、直ちに新株引受権を喪失しま
す。その他の条件については、本株主総会決議及び取締
役会決議に基づき、当社と対象取締役・使用人との間
で締結する新株引受権付与契約に定めるところにより
ます。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権を譲渡し、又はこれに担保権を設定するこ
とはできないものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株引受権の目的となる株式の数は、臨時株主総会の特別決議における新株発行予定数から、退職等により権

利を喪失した者の新株引受権の目的となる株式の数を減じております。

２  当社が株式分割等により、上記の発行価額を下回る払込価額で新株を発行する時は次の計算式により調整さ

れる。なお、調整前発行価額は(注３)の調整式(コンバージョン・プライス方式)による調整前の発行価額を意

味し、調整後発行価額は、同調整式による調整後の発行価額を意味する。

　　　　　調整後新株数　 ＝
　調整前新株数　×　調整前発行価額

　　　　調整後発行価額

３　当社が株式分割等によりこの発行価額を下回る価額による新株の発行を行う場合は、次の算定(コンバージョ

ン・プライス方式)により調整される。調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　　　　　調整後発行価額　＝
 

　既発行　×　 調整前　＋ 新発行　×　１株当り
　株式数　　　発行価額　　株式数　　　払込金額

　　　　 既発行株式数　＋　新発行株式数

４　権利行使の始期が到来した場合であっても、当社株式が東京証券取引所への上場が承認され、同取引所で売買

が開始された日より猶予期間半年間を経過した日から権利行使ができるものとする。

５　平成20年２月22日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成20年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分

割したことにより、新株引受権の目的となる株式の数、新株引受権の行使時の払込金額及び新株引受権の行使

により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。
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② 平成13年改正旧商法第280条ノ20、第280条ノ21及び第280条ノ27の規定に基づき発行した新株予　

　約権は、次のとおりであります。

(イ)臨時株主総会の特別決議(平成15年４月23日)

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数(個)(注)１、４ 537

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)(注)１、２、４ 1,074

新株予約権の行使時の払込金額(円)(注)３、４ １株当たり7,500

新株予約権の行使期間
平成17年７月１日から
平成27年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)(注)４

発行価格　　7,500
資本組入額　3,750

新株予約権の行使の条件

① 当社株式が、証券取引所に上場した場合に限り、
   新株予約権の権利行使ができるものとする。
② 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予
   約権者」という）のうち当社の取締役、監査役、
   従業員は権利行使時においても当社の取締役、監
   査役、従業員の地位にあることを要するものとす
   る。ただし、任期満了による退任、定年退職、会
   社都合によりその地位を失った場合等、正当な理
　由があると取締役会が認めた場合はこの限りではな
   い。
③ 新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相
   続を認めないものとする。
④ その他の条件については、株主総会決議及び新株
   予約権発行にかかる取締役会決議に基づき、別途
   当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約
   権割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １  新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会の特別決議における新株予約権の発

行予定数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、か

かる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についての

み行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。　　　　　　

 調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率　　

３　本新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された１株当たり払込み金額（以

下、行使価額という）に各新株予約権の目的たる株式の数を乗じた金額とする。なお、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。

  ① 当社が株式分割又は株式併合を行う場合

　　　　　調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
　　　　　　　　　１

　　　　　分割・併合の比率

  ② 当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当

社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く。）する場合、又は、当社が時価を下回る価額で自己

株式を処分する場合（以下の算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金

額は１株当たり処分価額と読み替えるものとする。）

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

　　　　　調整後行使価額 　＝　調整前行使価額 ×
　　　　調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

４　平成20年２月22日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成20年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分

割したことにより、新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株から２株に調整されております。そのた

め、新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額及び新株予約権の行
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使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。
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(ロ)臨時株主総会の特別決議(平成17年３月30日)

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数(個)(注)１、５ 351

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)(注)１、２、５ 702

新株予約権の行使時の払込金額(円)(注)３、５ １株当たり33,250

新株予約権の行使期間
平成19年３月31日から
平成27年３月23日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)(注)５

発行価格　　33,250
資本組入額　16,625

新株予約権の行使の条件

① 当社株式が、証券取引所に上場した場合に限り、
   新株予約権の権利行使ができるものとする。
② 新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約
　 権者」という)は権利行使時においても当社の取締　
　 役、監査役、従業員の地位にあることを要するも
   のとする。
　 ただし任期満了による退任、定年退職、会社都合
   によりその地位を失った場合等、正当な理由があ
   ると取締役会が認めた場合はこの限りでなない。
③ 新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相
   続を認めないものとする。
④ その他の条件については、株主総会決議及び取締
   役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との
   間で締結する「新株予約権割当契約」に定めると
   ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―（注)４

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会の特別決議における新株予約権の発行

予定数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、か

かる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についての

み行われ、調整の結果100分の１の整数倍未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　本新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された１株当たり行使価額に各新

株予約権の目的たる株式の数を乗じた金額とする。なお、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　① 当社が株式分割又は株式併合を行う場合

　　　　  調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額　×
　　　　　　　　　１

　　　　　分割・併合の比率

　② 当社が時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権(新株予約権付社債も含む)の行使による場合及び当社の

普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く。)する場合、又は、当社が時価を下回る価額で自己株式を

処分する場合(以下の算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１

株当たり処分価額と読み替えるものとする。)

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

　　　  調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
　　　　調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

　③ さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じた払込金額

の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときには、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案のう

え、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

４　当社を株式交換(株式移転)により完全子会社となる会社とする株式交換(株式移転)をする際の新株予約権の

決定方針

なお、当該項目については、完全親会社が新株予約権に係る義務を承継する旨の記載のある株式交換契約書又

は株式移転の議案が承認された場合に限る。
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　① 新株予約権に係る義務を株式交換(株式移転)により完全親会社となる会社に承継する。

　② 承継後の新株予約権の目的たる完全親会社となる会社の株式は、完全親会社普通株式とし、その数について

は、交換（移転）比率に応じて調整し、調整の結果生じる１株未満の株式は、これを切り捨てるものとする。

　③ 承継後の新株予約権の目的たる完全親会社となる会社の株式の種類及び新株予約権の行使時の払込金額、新

株予約権の行使期間、新株予約権の行使の条件、新株予約権の譲渡に関する事項、新株予約権の消却事由及び

消却条件に関する事項については、本新株予約権発行の趣旨に従い、必要最小限かつ合理的な範囲で調整を行

うものとする。

５　平成20年２月22日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成20年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分

割したことにより、新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株から２株に調整されております。そのた

め、新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額及び新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。
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③ 会社法(平成17年法律第86号)第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次

のとおりであります。

(イ)定時株主総会の特別決議(平成18年６月26日)

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数(個)(注)１、５ 954

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)(注)１、２、５ 1,908

新株予約権の行使時の払込金額(円)(注)３、５ １株当たり110,000

新株予約権の行使期間
平成20年７月１日から
平成24年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)(注)５

発行価格 　110,000
資本組入額　55,000　　　　

新株予約権の行使の条件

①当社普通株式が、証券取引所に上場された場合に限　
　り、新株予約権の行使ができるものとする。
②次のいずれかの事由が発生した場合には新株予約権
　の行使は認められないものとする。但し、当社取締
　役会決議により特に行使を認められた場合はこの限
　りではない。
(ア)新株予約権者が新株予約権の行使前に当社の執行
　　役員又は従業員の地位を失った場合（但し、定年
　　退職その他正当な理由により執行役員又は従業員
　　の地位を失った場合を除く。）
(イ)新株予約権者が死亡した場合
(ウ)新株予約権が割当された新株予約権の一部又は
　　全部を当社の取締役会の承認を得ずに、譲渡、質
　　入その他の処分をした場合
(エ)新株予約権者が新株予約権の要項又は取締役会
　　決議及び株主総会決議に基づき、当社と新株予約
　　権者との間で締結する「新株予約権割当（付与）
　　契約」に違反した場合
③その他の条件については、取締役会決議及び株主総
　会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で
　締結する「新株予約権割当（付与）契約」に定める
　ところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の決議に
よる承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―(注４)

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会の特別決議における新株予約権の発行

予定数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。

２　株主総会における決議の日(以下「決議日」という。)後、当社が当社普通株式の株式分割(当社普通株式の株式

無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。)又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式

により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行

うときは、次の算式によりその目的となる株式の数を調整する。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は、

これを切り捨てる。

　　　　　調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×
　　　　調整前行使価額

　　　　調整後行使価額

　　なお、「調整後行使価額」については、(注)３を参照する。

上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で付

与株式数を調整する。

３　新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、行使価額を次の算

式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

　　　　　調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
　　　　　　　　１

　　　　　分割・併合の比率
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　　また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合

(会社法(平成17年法律第86号)第194条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求)に基づく自己株式

の売渡、又は当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券若しくは当社普通株式の交付を請求で

きる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の転換若しくは行使による場合を除く。)には、行

使価額を次の算式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

　　　　　調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
　　　　１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、割当日後、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要と

するやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で

行使価額は調整されるものとする。

４　組織再編行為時の取扱い

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以上を総

称して以下、「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下

の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社

は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付す

る旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において

定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　各新株予約権の目的である株式数は１株とし、組織再編行為の条件等を勘案の上、(注)２に準じて決定す

　る。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編行為の条件等を勘

　案の上調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対

　象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

　新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

　ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　以下に準じて決定する。

　　ⅰ. 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条

　　　　第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生ずる１円未満の

　　　　端数は切り上げるものとする。

　　ⅱ. 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記ⅰ記載の資

　　　　本金等増加限度額から上記ⅰに定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

⑧ 新株予約権の取得条項

　本新株予約権の取得条項に準じて決定する。

５　平成20年２月22日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成20年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分

割したことにより、新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株から２株に調整されております。そのた

め、新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額及び新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ネクスト(E05624)

四半期報告書

17/30



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年４月１日
(注)１

92,592 185,184 ― 1,982,523 ─ 2,248,198

平成20年４月１日～
平成20年６月30日
(注)２

4 185,188 66 1,982,589 66 2,248,264

(注)　１　平成20年４月１日付の株式分割(１：２)により、発行済株式総数が92,592株増加しております。

２　新株予約権(ストックオプション)の権利行使による増加であります。

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動はありません。

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　185,188 185,188
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 185,188 ― ―

総株主の議決権 ― 185,188 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 53,50066,80060,000

最低(円) 47,45049,00049,200

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年　４月

１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レ

ビューを受けております。
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１　【四半期連結財務諸表】
（1）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,805,578 3,076,858

売掛金 525,018 582,002

有価証券 1,505,302 1,503,877

たな卸資産 ※１
 11,138

※１
 12,314

繰延税金資産 114,274 143,868

未収入金 201,962 203,112

立替金 ※３
 97,058

※３
 85,132

その他 152,354 116,667

貸倒引当金 △75,829 △73,449

流動資産合計 5,336,858 5,650,383

固定資産

有形固定資産

建物 96,920 93,216

減価償却累計額 △21,852 △19,306

建物（純額） 75,067 73,909

工具、器具及び備品 518,448 490,698

減価償却累計額 △289,020 △264,921

工具、器具及び備品（純額） 229,428 225,776

有形固定資産合計 304,495 299,686

無形固定資産

のれん 108,694 121,364

ソフトウエア 575,939 531,411

ソフトウエア仮勘定 358,389 278,154

その他 3,258 3,339

無形固定資産合計 1,046,281 934,269

投資その他の資産

投資有価証券 29,172 30,701

繰延税金資産 5,067 1,807

その他 343,509 320,986

貸倒引当金 △102,823 △84,792

投資その他の資産合計 274,925 268,702

固定資産合計 1,625,702 1,502,658

資産合計 6,962,560 7,153,042
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 19,207 23,946

未払金 423,988 409,375

未払法人税等 122,588 496,802

賞与引当金 213,725 212,520

役員賞与引当金 382 1,474

保証履行引当金 96,087 91,257

その他 419,453 355,577

流動負債合計 1,295,432 1,590,955

固定負債

繰延税金負債 7,792 8,168

固定負債合計 7,792 8,168

負債合計 1,303,225 1,599,123

純資産の部

株主資本

資本金 1,982,589 1,982,523

資本剰余金 2,248,264 2,248,198

利益剰余金 1,353,614 1,248,726

株主資本合計 5,584,469 5,479,448

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 14,312 15,218

評価・換算差額等合計 14,312 15,218

少数株主持分 60,554 59,251

純資産合計 5,659,335 5,553,918

負債純資産合計 6,962,560 7,153,042
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（2）【四半期連結損益計算書】
　　【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年６月30日)

売上高 1,997,552

売上原価 60,570

売上総利益 1,936,981

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 411,144

貸倒引当金繰入額 20,790

給料及び手当 403,089

賞与引当金繰入額 99,244

役員賞与引当金繰入額 382

保証履行引当金繰入額 4,830

減価償却費 67,368

のれん償却額 12,670

その他 674,172

販売費及び一般管理費合計 1,693,693

営業利益 243,288

営業外収益

受取利息 2,100

受取配当金 1,536

その他 1,056

営業外収益合計 4,694

営業外費用

その他 0

営業外費用合計 0

経常利益 247,982

特別利益

役員賞与引当金戻入額 1,474

特別利益合計 1,474

特別損失

固定資産除却損 391

特別損失合計 391

税金等調整前四半期純利益 249,065

法人税、住民税及び事業税 116,294

法人税等調整額 26,580

法人税等合計 142,874

少数株主利益 1,303

四半期純利益 104,887
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 249,065

減価償却費 69,632

のれん償却額 12,670

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,204

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1,092

貸倒引当金の増減額（△は減少） 20,411

保証履行引当金の増減額（△は減少） 4,830

受取利息及び受取配当金 △1,856

有価証券利息 △1,780

固定資産除却損 391

売上債権の増減額（△は増加） 51,387

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,175

仕入債務の増減額（△は減少） △4,739

未払金の増減額（△は減少） 77,278

その他 △5,742

小計 472,836

利息及び配当金の受取額 2,565

法人税等の支払額 △479,952

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,551

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △23,508

無形固定資産の取得による支出 △238,802

差入保証金の差入による支出 △3,126

投資活動によるキャッシュ・フロー △265,436

財務活動によるキャッシュ・フロー

ストックオプションの行使による収入 133

財務活動によるキャッシュ・フロー 133

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △269,854

現金及び現金同等物の期首残高 4,580,736

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 4,310,881
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  至　平成20年６月30日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法　

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が、前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．保証履行引当金の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の実績保証履行損失率が、前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められるため、前連結会計年度末の実績保証履行損失率を使用して、損失負担見込額を算定しております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　貯蔵品　　　　　　　　　　　　　　9,395千円

　　　仕掛品　　　　　　　　　　　　　　1,742千円

 

　２　偶発債務

　　　連帯保証債務

　当社グループが保証する不動産賃貸借契約にお

いて、将来発生の可能性のある被保証者（賃借

人）の滞納家賃等に対する連帯保証であり、契約

上の潜在債務に対する保証極度相当額でありま

す。

不動産賃貸保証契約に基づく
被保証者

53,963,515千円

保証履行引当金 96,087千円

差引 53,867,428千円

※１　貯蔵品　　　　　　　　　　　　　 12,020千円

　　　仕掛品　　　　　　　　　　　　　　　293千円

 

　２　偶発債務

　　　連帯保証債務

　当社グループが保証する不動産賃貸借契約にお

いて、将来発生の可能性のある被保証者（賃借

人）の滞納家賃等に対する連帯保証であり、契約

上の潜在債務に対する保証極度相当額でありま

す。

不動産賃貸保証契約に基づく
被保証者

51,261,636千円

保証履行引当金 91,257千円

差引 51,170,379千円

※３　立替金は、賃貸保証事業に関するものであり、

　　当社グループが保証した、被保証者が家主に

　　対して滞納した家賃を立替払いしたものでありま

　　す。

────────

　

(四半期連結損益計算書関係)

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  至　平成20年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,805,578千円

有価証券（フリーファイナンシャルファンド） 1,505,302千円

現金及び現金同等物 4,310,881千円
　

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 185,188
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
不動産ポータ
ル事業
(千円)

地域コミュニ
ティ事業
(千円)

賃貸保証事業
(千円)

その他事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

売上高

(1)外部顧客に対
する売上高

1,861,5503,563 41,456 90,9811,997,552 ― 1,997,552

(2)セグメント間
の内部売上高
又は振替高

― 96 ― 450 546 (546)　　 ―

計 1,861,5503,660 41,456 91,4311,998,098(546)1,997,552

営業利益又は営
業損失(△)

410,907△60,917△88,174△20,151241,663 1,625 243,288

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な内容

(1) 不動産ポータル事業・・・・不動産情報ポータルサイト『HOME'S』の運営

(2) 地域コミュニティ事業・・・地域コミュニティサイト『Lococom(ロココム)』の運営

(3) 賃貸保証事業・・・・・・・賃貸保証に関する事業

(4) その他事業・・・・・・・・損害保険代理店事業、不動産向け業務支援システムのASPサービス事業、

　　　　　　　　　　　　　　　システム開発・Web制作事業、引越し見積もり、広告代理事業等

３　前連結会計年度まで区分表示しておりました「広告代理事業」は、『HOME’S』の事業展開を行うにあたり派

生的に発生した事業であり、全事業に対する金額の重要性が乏しくなったため、当第１四半期連結累計期間よ

り、「その他事業」に含めて表示することに変更いたしました。なお、従来の事業区分によった場合の事業の

種類別セグメント情報は以下のとおりになります。

　
不動産ポー
タル事業
(千円)

地域コミュ
ニティ事業
(千円)

賃貸保証
事業
(千円)

広告代理
事業
(千円)

その他事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

1,861,5503,56341,45624,45266,5281,997,552― 1,997,552

(2)セグメント
間の内部売上
高又は振替高

― 96 ― ― 450 546 (546) ―

計 1,861,5503,66041,45624,45266,9781,998,098(546)1,997,552

営業利益又は営
業損失(△)

410,907△60,917△88,174 315△20,467241,6631,625243,288

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

30,232円96銭 59,342円79銭

(注)１　当社は、平成20年４月１日付けで株式１株につき２株の株式分割行っております。当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合における前連結会計年度末の１株当たり純資産額は29,671円40銭です。

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 566円39銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 557円98銭

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 104,887

普通株式に係る四半期純利益(千円) 104,887

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 185,185

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いら
れた四半期純利益調整額(千円)

─

普通株式増加数(株) 2,791

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前
連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

平成18年６月26日定時株主総会決議新株
予約権（新株予約権の数954個）
　新株予約権の概要は、「新株予約権等の
状況」に記載のとおりであります。

　

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月６日

株式会社ネクスト

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　水　 上　　亮 比 呂　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　望　 月　　明　　美　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ネクストの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ネクスト及び連結子会社の平成20年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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